
Ⅰ．補正予算　４件

　１．各会計別総括表 （金額単位　千円）

補正前の額 補正額     計　Ａ 前年同期 Ｂ 伸率A/B

市 営 地 方 競 馬 事 業 費 4,717,791 4,717,791 4,437,310

市 街 地 再 開 発 事 業 費 81,062 81,062 86,861

公共用地先行取得事業費 79,707 79,707 175,589

住 宅 団 地 建 設 事 業 費 121,526 121,526 155,513

駐 車 場 事 業 費 202,465 202,465 201,109

国 民 健 康 保 険 費 41,768,000 41,768,000 40,973,301

後 期 高 齢 者 医 療 費 8,652,105 7,500 8,659,605 8,254,092

23,679 23,679 39,171

介 護 保 険 費 42,578,897 42,578,897 41,812,994

水 道 事 業 16,649,958 16,649,958 15,910,555

工 業 用 水 道 事 業 67,284 67,284 69,154

病 院 事 業 7,410,403 △ 140,000 7,270,403 9,336,676

中 央 卸 売 市 場 事 業 990,898 990,898 1,110,054

下 水 道 事 業 41,969,850 8,000 41,977,850 36,936,744

43,599 43,599 40,317

一般会計補正予算額には、特別需要予備費の減額組替え△351,517千円を含んでおり、これを

除いた実質の補正予算額は、一般会計5,726,300千円（全会計5,601,800千円）である。

（注）

合　　　　　　　　　　計 371,699,721 5,250,283 376,950,004 358,348,780 5.2%

96,135,940 2.2%

66,999,992 63,403,500 5.7%

98,232,732

公

営

企

業

特

別

会

計

公設花き地方卸売市場事業

小　　　　計 67,131,992 △ 132,000

公

営

企

業

以

外

の

特

別

会

計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費

小　　　　計 98,225,232 7,500

令和７年度(2025年度)市議会９月定例月議会説明資料

区　　　　　　　　　分

一　　　般　　　会　　　計 206,342,497 5,374,783 211,717,280 198,809,340 6.5%
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　２．歳出補正予算の概要
（単位　千円）

事　業　名 予算額 内　　　　　　　　　容

（１）大雨災害対策分

 ① 被災者の生活再建・

 　 住宅支援

新 95,000 被災者の生活再建を支援するため、家屋の損害程度に応じて

市独自の支援金を支給

支  援  金 中規模半壊以上 250千円 ～ 3,000 千円

半壊、準半壊、床上浸水 150 千円

水害加算 一部損壊（床下浸水）以上 50 千円

福祉加算 準半壊以上又は床上浸水の被害を受けた

市民税非課税の高齢者世帯等 100 千円

4,800 被災した家屋に対して、居住に必要な部分を応急的に補修

【災害救助法】 準半壊以上の被害を受けた家屋の応急修理

3,000 被災者の市営住宅での受け入れにかかる空き室の修繕等

1,000 被災した家具や住宅等の復旧に必要な資金を無利子で融通

利子補給費 5, 000千円

７年以内

無利子

15,600 住居被害等を受けた世帯の生活支援のための資金を貸付

（所得制限あり）

損害程度に応じて1, 500千円～3, 500千円

10年以内（据置期間３年以内）

保証人ありの場合　無利子

保証人なしの場合　1.5％

5,000 被災者の生活必需品を現物給付

【災害救助法】

700 被災者の小中学校学用品を現物給付

【災害救助法】

被災者生活再建支援金

融 資 限 度 額

償 還 期 間

融 資 利 率

貸 付 限 度 額

償 還 期 間

貸 付 利 率

被 災 住 宅 応 急 修 理 費

被災者市営住宅供与費

災 害 対 策 資 金

災 害 援 護 資 金 貸 付 金

生 活 必 需 品 等 供 与 費

学 用 品 給 与 費
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（単位　千円）

事　業　名 予算額 内　　　　　　　　　容

30,000 民有がけ地の崩土撤去など

復旧費

18,000 民有地のがけ地応急防災工事等に対する助成枠を追加

19,000 災害廃棄物の処分経費やし尿及び浄化槽の汚泥汲み取り経費

処理費

 ② 中小企業、農林業の

 　 再建支援

新 50,000 被災した店舗や事業所の復旧費用等を市独自に支援

事業費補助 施設・設備の修繕費、設備購入費

清掃や消毒に要する経費

中小企業者　　1/2

小規模企業者　2/3

1,000千円

2,000 被災した建物や設備などの復旧に必要な資金を無利子で融通

資金利子補給費 15, 000千円

７年以内

無利子

100 金沢市農協が実施する災害緊急対策資金の利用者負担を軽減

資金利子補給費 3, 000千円

５年以内

0.5％（無利子相当）

中 小 企 業 者 災 害 対 策

融 資 限 度 額

償 還 期 間

利 子 補 給 率

民有がけ地災害対策費

災 害 関 連 廃 棄 物 等

融 資 限 度 額

償 還 期 間

融 資 利 率

被災中小企業復旧支援

限 度 額

補 助 率

対 象 経 費

農 業 者 緊 急 支 援 対 策

災 害 関 連 宅 地 応 急
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（単位　千円）

事　業　名 予算額 内　　　　　　　　　容

 ③ 税等の負担軽減

- 納期未到来分について、損害の程度等に応じて減免するほか、

納付等期限の延長及び納税猶予を適用

- 納期未到来分について、損害の程度等に応じて減免

- 損害の程度等に応じて減免

- 被災者の市営住宅に入居にかかる使用料を減免

- 泥土の除去等に使用した上下水道料を減免

 ④ 公共インフラ等の復旧

〔道路・河川等〕

1,386,000 大雨により被害を受けた道路、河川等の復旧経費

道路施設 山科町、窪３丁目地内ほか

河川施設 清水谷川、戸室川ほか

公園施設 卯辰山公園ほか

196,000 道路、河川等の緊急修繕など

補修費 道路施設 側溝等の緊急修繕など

河川施設 河川の浚渫や調整池の緊急修繕など

13,000 完成土のうの補充など

〔農林業施設〕

360,000 大雨により被害を受けた農業用施設や林道等の復旧経費

改 地元負担金の軽減

施　　設 20％ → 負担なし

農　　地 50％ →  5％

個 人 市 民 税 、 固 定

土 木 施 設 災 害 復 旧 費

農林業施設災害復旧費

資 産 税 、 都 市 計 画 税

児童クラブ利用料

市 営 住 宅 使 用 料

上 下 水 道 料

災 害 関 連 道 路 施 設 等

及び事業所税

介 護 保 険 料 、

国 民 健 康 保 険 料 及 び

後期高齢者医療保険料

保 育 料 及 び 放 課 後

災害関連水防資機材費
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（単位　千円）

事　業　名 予算額 内　　　　　　　　　容

190,000 大雨により被害を受けた農地の復旧に対して助成

改良事業費 改 地元負担金の軽減

農　　地 40％ →  5％

6,000 幹線用排水路の浚渫

浚渫費

〔その他公共施設等〕

448,900 大雨により被害を受けた公共施設等の復旧経費

戸室新保埋立場、食肉流通センター、

キゴ山ふれあい研修センターほか

27,400 公共施設等の緊急修繕など

補修費 学校施設、地区公民館ほか

改 被災した地区公民館に係る地元負担を軽減

市  負  担 4/5 → 全額公費で負担

新 対象経費に被災した備品（５万円以上）を

追加

8,000 農村下水道施設の応急復旧

土子原地区

 ⑤ 防災機能の強化

45,000 逆水門を遠隔操作するための改良工事を実施

間明町２丁目地内（伏見川）

26,000 地下道冠水時の進入防止ゲートを設置

米泉交差地下道、千木アンダー

災 害 関 連 公 共 施 設 等

下水道施設災害復旧費

内 水 管 理 強 化 対 策 費

地下道管理強化対策費

(下水道事業特別会計)

災 害 関 連 用 排 水 路

公共施設等災害復旧費

災 害 関 連 市 単 土 地
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（単位　千円）

事　業　名 予算額 内　　　　　　　　　容

（２）通常補正分

 ① 都市整備、土木部門

新 1,000 都市再生緊急整備地域内の老朽建築物の建替えを

更新促進事業費 促進するための支援制度を創設

【緊急整備地域】 建築物更新に係る解体費や整備費等を支援

敷地面積　500㎡以上

対象経費 調査設計計画費

（実施設計、工事監理のみ）

建物解体費

共同施設整備費

公益的空間整備費

補  助  率 2/3（国 1/3 、地方 1/3）

限  度  額 国補助の２倍の額まで

敷地面積　250㎡以上500㎡未満

対象経費 建物解体費

公益的空間整備費

補  助  率 1/3

限  度  額 建物解体費　　   50,000千円

公益的空間整備費 1,000千円

建築物更新に係る初動期の活動を支援　1,000千円/件

制度期間 令和12年度まで

3,000 改 都市再生緊急整備地域内の民間建築物の木質化に対する

民間活力推進費 支援制度を拡充

【緊急整備地域】 対　　象 都心軸沿線　→　緊急整備地域

支援内容

新 実施設計　補助率 2/3　限度額 3,000千円

改 工　　事　補助率 1/2 → 2/3

　　　　　限度額 5,000千円 → 10,000千円

制度期間 令和12年度まで（緊急整備地域のみ）

緊 急 整 備 地 域 建 築 物

木 の 文 化 都 市 ・ 金 沢
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（単位　千円）

事　業　名 予算額 内　　　　　　　　　容

新 12,400 武蔵ヶ辻Ａ地区の再整備に向けた街区整備計画の策定を支援

市街地再開発事業費

新 19,000 道路・河川・公園の効率的な維持管理をめざし、

包括的民間委託の試行準備に着手

本市と建設団体によるモデル地区検討会議の開催など

350,000 大雪等により被害を受けた道路補装や消融雪装置等を補修

13,000 地域除排雪活動費補助 3,000 千円

改 町会の活動実績を踏まえ制度を拡充

限  度  額　500千円　→　700千円

雪害対策本部設置前の数日間を対象期間に追加

道路除排雪機械購入費補助 10,000 千円

町会等の除雪機械等購入に対する助成枠を追加

 ② 経済、農林水産部門

新 5,000 都市再生緊急整備地域内の商業機能の集積を図るため、

建物更新とあわせた新たな店舗の出店に対する支援制度を創設

【緊急整備地域】 対象店舗 １階の路面店舗

対象業種 小売業、飲食業、サービス業

対象経費 店舗の内外装費（建物と一体工事除く）

補  助  率 1/2

限  度  額 5,000千円

制度期間 令和12年度まで

民間委託試行準備費

武 蔵 ヶ 辻 Ａ 地 区

緊急整備地域商業機能

集積促進事業費

公 共 イ ン フ ラ 包 括 的

克雪都市づくり対策費

道 路 等 補 修 費
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（単位　千円）

事　業　名 予算額 内　　　　　　　　　容

167,200 

299,800 新 クリエイティブイノベーション創出助成金　  10,000 千円

デジタル関連企業やクリエイターなどを市外から

誘致する支援制度を創設

都市再生緊急整備地域内の補助率、限度額を引き上げ

　対象業種 デジタル・コンテンツ

ソフトウェア業、情報サービス業、

映像・音声・文字情報制作業 等

クリエイター

著述・芸術家業、広告業、写真業 等

　雇用者５名以上

対象経費 土地・建物取得費

設備取得・移転費、建物改修費

土地・建物賃借料（３年）

新規雇用の人件費

支援内容 【緊急整備地域】

補助率 30％　新規雇用 200千円/人

限度額 30,000千円

【その他市内地域】

補助率 20％　新規雇用 200千円/人

限度額 20,000千円

　雇用者５名未満

対象経費 設備取得・移転費、建物改修費

土地・建物賃借料（３年）

支援内容 【緊急整備地域】

補助率 30％　限度額 6,000千円

【その他市内地域】

補助率 20％　限度額 4,000千円

　制度期間 令和12年度まで（緊急整備地域のみ）

クリエイティブイノベーション創出助成金の制度創設に伴う

関連制度の廃止

廃 デジタル関連企業立地助成金

廃 金沢ＡＩビレッジ形成促進事業費

企 業 立 地 促 進 費

債務負担
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（単位　千円）

事　業　名 予算額 内　　　　　　　　　容

改 本社機能強化促進企業立地助成金の拡充

助成対象区域を市内全域に拡大するとともに、

都市再生緊急整備地域内の補助率を引き上げ

【緊急整備地域】

補助率　新設 10％ → 15%　増設 7.5％ → 10%

制度期間を延長　令和７年度まで　→　令和12年度まで

［債務負担 167,200 千円］

企業立地助成金 284,800 千円

認定企業に対する助成枠を追加

工業団地環境整備事業費補助 5,000 千円

工場等敷地内の緑化事業に対する助成枠を追加

新 2,800 中小企業・小規模企業振興基本条例の制定を踏まえ、

振興計画策定費 条例に定める基本理念を推進するため、振興計画を策定

新 2,000 条例制定を機に、事業承継の重要性や手法等について

周知啓発費 周知啓発するためのシンポジウム等を開催

新 40,000 物価高騰の影響を受ける中小企業の生産性向上及び経営基盤の

強化を図るため、先端設備の導入を支援

対　　象 先端設備等導入計画の認定を受けた

中小企業者及び小規模企業者

対象経費 認定を受けた設備の取得にかかる経費

補  助  率 中小企業者　　1/3

小規模企業者　1/2

限  度  額 2,000千円

制度期間 令和９年３月31日まで

200 改 物価高騰の影響を受ける中小企業の設備投資を支援するため、

機械設備貸与料に対する助成制度を拡充

利子補給率 0.5% → 0.85％

拡充期間 令和９年３月31日まで

15,000 中小企業設備投資促進助成費の拡充にあわせ、

事業貸付金 原資となる貸付枠を追加

中小企業・小規模企業

中 小 企 業 事 業 承 継

導入促進事業費補助

中 小 企 業 設 備 投 資

促進助成費

機 械 工 業 構 造 改 善

中 小 企 業 先 端 設 備 等
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（単位　千円）

事　業　名 予算額 内　　　　　　　　　容

4,000 中小企業等が行う新製品の開発や既存製品の改良にかかる

事業費補助 研究開発費の助成枠を追加

4,700 茶屋の内装改修工事等に対する助成枠を追加

事業費補助

6,700 伝統工芸品産業の後継者育成のための支援枠を追加

奨励金

1,000 新 富岡市との友好都市協定の締結記念事業を実施

プロモーション推進費

12,000 宿泊施設のバリアフリー化や設備改修等に対する助成枠を追加

事業費補助

9,200 農業用施設の長寿命化改修等に対する助成枠を追加

事業費

28,000 県の民有林整備事業の追加に伴い、本市林業事業者に対する

間伐等の助成枠を追加

30,000 里山の保全に向けた竹林伐採等の助成枠を追加

事業費

7,200 クマの出没増加に伴い、捕獲業務費を追加

8,000 緩衝帯の整備や放置果樹の除去など、地域における

支援事業費 獣害防止対策に対する助成枠を追加

 ③ 福祉健康、こども未来

 　 病院部門

224,000 対象者数の増に伴う給付金等を追加

給付金事業費

2,400 老人福祉施設の防災・減災対策に係る整備を支援

補助 トオの家二俣

宿 泊 施 設 改 修 支 援

都 市 間 交 流

里 山 の 森 再 生 支 援

多 面 的 機 能 支 払 制 度

新製品開発・改良促進

金 沢 の 茶 屋 文 化 継 承

民有林再生支援事業費

老 人 福 祉 施 設 整 備 費

定 額 減 税 不 足 額

ク マ 出 没 防 止 対 策 費

地域連携獣害防止対策

金沢の文化の人づくり
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（単位　千円）

事　業　名 予算額 内　　　　　　　　　容

新 6,200 保護者の負担軽減及び食の安全確保のため、

準備費 令和８年４月からの主食提供に向けた準備に着手

3,000 保育所等の業務負担軽減を図るためのシステムや

推進費補助 ＩＣＴ機器等の導入を支援

2,200 乳幼児の睡眠中の事故を防ぐための機器の導入を支援

推進費補助

1,700 受入れに必要な準備経費を支援

済美幼稚園

体制整備費補助

3,600 石川中央都市圏の４市２町共同による大規模婚活イベントを

推進費 追加開催

募集人数 男女各50名

△140,000 機器故障に伴う高度医療機器購入計画の変更による減

（特別会計）

 ④ 環境部門

新 3,000 都市再生緊急整備地域内の建築物更新と脱炭素化の両立を

設計支援事業費 図るため、ZEB等の設計費等に対する支援制度を創設

【緊急整備地域】 対  象  者 ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）

及びZEH－M（ネット・ゼロ・エネルギー

・ハウス・マンション）の基準を満たす

新築等の建築主等

延床面積 300㎡以上2,000㎡未満

補  助  額 ZEB　　   1,500千円（定額）

ZEH－M　  600千円（定額）

延床面積 2,000㎡以上

補  助  額 ZEB　　   3,000千円（定額）

ZEH－M   1,000千円（定額）

制度期間 令和12年度まで

5,700 河川及び地下水の有機フッ素化合物（ＰＦＡＳ）調査費を追加

（ＰＦＡＳ）調査費

病 院 事 業

私立保育所等安全対策

私立保育所等ＩＣＴ化

市 立 保 育 所 主 食 提 供

ケ ア 児 受 入 拠 点 施 設

私 立 保 育 所 等 医 療 的

か な ざ わ 婚 活 支 援

有 機 フ ッ 素 化 合 物

緊急整備地域ＺＥＢ等
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（単位　千円）

事　業　名 予算額 内　　　　　　　　　容

 ⑤ 文化スポーツ部門

15,200 県外からの文化・スポーツ活動等の学生合宿に対する

助成枠を追加

9,300 文化スポーツイベントを誘致した地元団体や主催団体に対する

誘致支援事業費 奨励金等を追加

2,800 国の追加内示に伴う豪墓五輪塔復元費の増

史跡整備事業費

23,000 空調設備の緊急修繕

33,800 給水配管設備の緊急修繕

施設補修費

109,000 西部市民体育会館配管設備の緊急修繕

 ⑥ 教育、危機管理部門

163,400 北部共同調理場の食器洗浄機等の更新を前倒し

38,000 令和８年９月更新予定の給食調理業務を前倒し発注

西南部共同調理場

6,200 地域の生涯学習活動を目的としたバスの借上げ料に対する

助成事業費 助成枠を追加

4,000 自主防災組織の防災資機材等の整備に対する助成枠を追加

資機材等整備費補助

 ⑦ 都市政策部門

3,000 新 大野地区におけるAIデマンド交通の本格運行を支援

1,200 都市再生緊急整備地域内の交通円滑化のため、

【緊急整備地域】 荷さばき駐車施設の附置基準の見直しを検討

21,000 国の報酬単価増等に伴う国勢調査費の追加

金沢歌劇座施設補修費

地 域 運 営 交 通 支 援 費

加 賀 藩 主 前 田 家 墓 所

体 育 施 設 補 修 費

駐 車 場 対 策 費

統 計 調 査 費

自 主 防 災 組 織 防 災

合 宿 誘 致 推 進 費

文化スポーツイベント

生 涯 学 習 団 体 バ ス

給 食 施 設 整 備 費

共同調理場管理運営費

金 沢 湯 涌 創 作 の 森

債務負担
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（単位　千円）

事　業　名 予算額 内　　　　　　　　　容

（３）能登半島地震関連

870,000 申請件数及び処理費用の増に伴う委託料の追加

事業費

6,000 申請期限の延長に伴う助成枠を追加

改 令和７年９月末　→　令和８年３月末

5,200 供与期間の延長に伴う応急仮設住宅の借上料を追加

改 最長２年　→　３年

232,000 

218,000 粟崎地区の早期復旧に向けて、地下水位低下工法による

復旧事業費 液状化対策工事の一部を前倒し

粟崎小学校前

17,600 被害を受けた大規模な盛土造成地の滑動崩落防止対策に着手

用地取得　神谷内町葵地内

84,000 被災した民有がけ地の復旧工事等に対する助成枠を追加

20,000 農地等の復旧に対する助成枠を追加

事業費

2,200 被災した市指定文化財等の修理等に対し助成

復旧助成費 松山寺本堂ほか

滑動崩落防止対策費

災 害 関 連 文 化 財

民有がけ地災害対策費

災害関連市単土地改良

液 状 化 被 災 地 区

大 規 模 盛 土 造 成 地

賃貸型応急住宅供与費

被 災 者 生 活 家 電

購入助成費

被 災 家 屋 公 費 解 体

債務負担
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　３．一般会計歳入補正予算の概要
（単位　千円）

1,682,286 公共土木施設災害復旧事業費負担金 532,266

災害等廃棄物処理事業費補助 444,500

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　224,000

食肉流通センター災害復旧事業費補助 150,000

防災・安全交付金 132,000

農林業施設災害復旧事業費補助 86,250 など

1,427,047 

2,217,600 災害復旧事業債 1,539,800

緊急自然災害防止対策事業債 358,000

地域活性化事業債 189,000 など

47,850 地域コミュニティ活性化基金繰入金 20,200

機械工業構造改善事業貸付金元利収入 15,000 など

Ⅱ．予算以外の議案 １２件

（１） 　………………………………………7 件

金沢市中小企業・小規模企業振興基本条例制定

〔中小企業及び小規模企業の振興についての基本理念、基本的な施策等を規定〕

職員の服務等に関する条例の一部改正

〔国家公務員の例に準じた仕事と育児の両立支援制度の利用に関する

　意向確認等に係る規定の整備〕

職員の育児休業等に関する条例の一部改正

〔国家公務員の例に準じた部分休業制度の拡充に係る規定等の整備〕

職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正

〔国家公務員の例に準じた大規模な災害に係る作業に従事した場合等の

　災害応急作業等手当の支給額の設定〕

金沢市税賦課徴収条例の一部改正

〔都市再生緊急整備地域の指定に伴う都市再生事業により取得した公共施設等の用に

　供する家屋等に対して課する固定資産税等の課税標準の特例割合の設定〕

国 県 支 出 金

市 債

そ の 他 の 収 入

条 例

繰 越 金
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金沢市介護保険法に基づく介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を

定める条例の一部改正

〔医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律の改正に伴う

　引用条項の整理〕

金沢市水道給水条例等の一部改正

〔他の水道事業者から指定を受けた者による給水装置工事等を可能とする規定の整備〕

（２） 　………………………………………3 件

金沢美大柳宗理デザインミュージアム（仮称）整備工事（建築工事）

金沢市東部環境エネルギーセンター基幹的改良工事（燃焼設備等改良工事）

森と市民をつなぐ拠点施設整備工事（建築工事）

（３） 　………………………………………2 件

市道の路線認定〔２路線〕

令和６年度金沢市公営企業特別会計未処分利益剰余金の処分

　　〔水道事業特別会計、下水道事業特別会計〕

Ⅲ．報　　　　告 ２１件

（１） 　………………………………………1 件

損害賠償の額の決定について〔市所有自動車による交通事故〕　令和７年６月25日専決ほか

（２） 　………………………………………20 件

法人の経営状況の報告〔18法人〕

公立大学法人金沢美術工芸大学の業務実績に関する評価結果の報告

健全化判断比率及び資金不足比率の報告

Ⅳ．令和６年度決算認定 ２件

一般会計等決算

公営企業会計決算

専 決 処 分

報 告

そ の 他

工 事 請 負 契 約 の 締 結
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